
平成 17年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 17年 4月 27日

上   場   会   社   名     西日本旅客鉄道株式会社 上場取引所:東 大 名 福

コード番号       9021 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http：//www.westjr.co.jp） 大阪府

代 　 表    者　代表取締役社長  垣 内    剛

問合せ先責任者  広 報 室 長  来 島 達 夫 TEL (06) 6375 - 8889
決算取締役会開催日　　平成 17年 4月 27日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　未定 定時株主総会開催日　　平成 17年 6月下旬

単元株制度採用の有無　無 　　　　　　　（5月取締役会で決定の予定）

１. 17年  3月期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)経営成績         （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 846,477 0.1 110,057 4.3 74,379 14.4
16年  3月期 845,892 △ 0.4 105,475 2.1 65,028 5.9

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年  3月期 48,005 29.1 24,002.61 － 10.5 3.5 8.8
16年  3月期 37,174 11.0 18,536.62 － 8.7 3.1 7.7
(注)①期中平均株式数 17年  3月期     2,000,000 株　　　16年  3月期     2,000,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

17年  3月期 6,000.00 2,500.00 3,500.00 12,000 25.0 2.5
16年  3月期 6,500.00 2,500.00 4,000.00 13,000 35.1 3.0

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年  3月期 2,098,076 474,315 22.6
16年  3月期 2,126,893 439,381 20.7
(注)①期末発行済株式数　17年  3月期      　2,000,000 株　16年  3月期      　2,000,000 株

 　 ②期末自己株式数　　17年  3月期              　0 株　16年  3月期              　0 株

２. 18年  3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 425,000 48,000 26,000 3,000.00 － －
通  期 849,000 82,000 49,000 － 3,000.00 6,000.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  24,500 円 00 銭 

　　上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績・
　結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金

 １株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

219,640.07
237,157.57

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

（財）財務会計基準機構会員

２９



（１） 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

Ⅰ １２７，９７１ １１５，７２７ 　 １２，２４３

1. ３６，７７１ ４２，７４６ △ ５，９７４

2. １５，９０５ １４，２７１ 　 １，６３４

3. １６，０９０ １１，９５１ 　 ４，１３８

4. ３，８９５ ４，３８３ △ ４８７

5. ２０，３５４ ８，４３２ 　 １１，９２２

6. １６ ４５ △ ２８

7. ４，６０４ ４，４０５ 　 １９９

8. １，８２０ １，９６１ △ １４１

9. １５，０７３ ２１，０５０ △ ５，９７７

10. １３，６２０ ６，６７６ 　 ６，９４３

11. △ １８３ △ １９７ 　 １４

Ⅱ １，９７０，１０４ ２，０１１，１６５ △ ４１，０６０

Ａ １，５５０，３０６ １，５８２，４５４ △ ３２，１４８

Ｂ １７２ １８７ △ １４

Ｃ ５５，９４４ ５７，８８５ △ １，９４１

Ｄ ７７，４２０ ８２，８０５ △ ５，３８５

Ｅ ６７，８２５ ６６，８７６ 　 ９４８

Ｆ ２１８，４３６ ２２０，９５６ △ ２，５２０

1. 投 資 有 価 証 券 １５，１５５ １５，７５５ △ ５９９

2. 関 係 会 社 株 式 １２２，４７０ １２７，０４２ △ ４，５７２

3. 長 期 貸 付 金 １４，２６５ １３，２２１ 　 １，０４４

4. 長 期 前 払 費 用 ３，４６６ ２，８０５ 　 ６６１

5. 繰 延 税 金 資 産 ６１，６０８ ５４，８８２ 　 ６，７２５

6. そ の 他 の 投 資 等 ２，２６７ ８，０１２ △ ５，７４４

7. 貸 倒 引 当 金 △ ７９６ △ ７６２ △ ３４

２，０９８，０７６ ２，１２６，８９３ △ ２８，８１６

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

３０

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産 　の 　部 ）

(平成１７年３月３１日現在) (平成１６年３月３１日現在)

当　期　末 前　期　末
増　　　減科　　　　　目



（単位：百万円）

Ⅰ ４７５，４９５ ５１６，９０９ △ ４１，４１４

1. １０８，９７８ １０３，１６６ 　 ５，８１１

2. ２１，４７６ ５１，０２６ △ ２９，５５０

3. ３８，６２３ ３７，７２３ 　 ８９９

4. ５，８４２ １，１６８ 　 ４，６７４

5. １０５，３６６ ９８，５９９ 　 ６，７６７

6. １９，００４ １８，２６４ 　 ７４０

7. ２，４３０ ６，５０１ △ ４，０７１

8. １６，５９７ ２３，２６８ △ ６，６７１

9. ２，６５３ ３，３５９ △ ７０６

10. １１，５９０ １１，６７２ △ ８１

11. ３０，３８１ ３０，０１２ 　 ３６９

12. ８３，３８０ ７９，６３０ 　 ３，７５０

13. １５２ ４１２ △ ２５９

14. ２８，９５０ ３０，４３２ △ １，４８２

15. － ２１，２１０ △ ２１，２１０

16. ６７ ４６０ △ ３９２

Ⅱ １，１４８，２６６ １，１７０，６０３ △ ２２，３３６

1. ２２０，０００ ２１０，０００ 　 １０，０００

2. ２０６，６４５ １９８，２２１ 　 ８，４２４

3. ４９９，７９４ ５３８，１９７ △ ３８，４０３

4. ２１，８３３ ２７，６７５ △ ５，８４２

5. １８１，７１８ １９１，６４７ △ ９，９２８

6. １８，２７５ ４，８６１ 　 １３，４１３

１，６２３，７６１ １，６８７，５１２ △ ６３，７５０

Ⅰ １００，０００ １００，０００ 　 －

Ⅱ ５５，０００ ５５，０００ 　 －

５５，０００ ５５，０００ 　 －

Ⅲ ３１５，４９２ ２８０，５８８ 　 ３４，９０４

1. １１，３２７ １１，３２７ 　 －

2. ２１７，６４７ １９３，４２６ 　 ２４，２２０

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ７，６４７ ３，４２６ 　 ４，２２０

別 途 積 立 金 ２１０，０００ １９０，０００ 　 ２０，０００

3. ８６，５１８ ７５，８３４ 　 １０，６８３

Ⅳ ３，８２２ ３，７９２ 　 ２９

４７４，３１５ ４３９，３８１ 　 ３４，９３４

２，０９８，０７６ ２，１２６，８９３ △ ２８，８１６

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

３１

前 受 収 益

資 本 準 備 金

固 定 負 債

社 債

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 　 本  　の  　部 ）

長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

長 期 未 払 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

事 業 整 理 損 失 引 当 金

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

当　期　末 前　期　末

増　　　減科　　　　　目
(平成１７年３月３１日現在) (平成１６年３月３１日現在)

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　 債 　の 　部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金



（２） 損 益 計 算 書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　 ８２８，３１４ 　 ８２６，９２９ 　 １，３８５

2. 　 ７２９，６３５ 　 ７３３，１４９ △ ３，５１３

　 ９８，６７８ 　 ９３，７８０ 　 ４，８９８

Ⅱ 　 　

1. 　 ３８１ 　 ４２６ △ ４４

2. 　 ４３３ 　 ４７０ △ ３７

△ ５２ △ ４４ △ ７

Ⅲ

1. 　 １７，７８１ 　 １８，５３６ △ ７５５

2. 　 ６，３５０ 　 ６，７９７ △ ４４６

　 １１，４３０ 　 １１，７３９ △ ３０９

　 １１０，０５７ 　 １０５，４７５ 　 ４，５８１

Ⅳ 　 ５，０４９ 　 ５，１７３ △ １２４

1. 　 ５４３ 　 ４６２ 　 ８１

2. 　 ４，５０６ 　 ４，７１１ △ ２０５

Ⅴ 　 ４０，７２７ 　 ４５，６２０ △ ４，８９３

1. 　 ４０，４７４ 　 ４３，３４１ △ ２，８６７

2. 　 ２５２ 　 ２，２７８ △ ２，０２５

　 ７４，３７９ 　 ６５，０２８ 　 ９，３５０

Ⅵ 　 ７３，６２８ 　 １０９，０５３ △ ３５，４２５

1. 　 ３８，９１９ 　 ２９，７９２ 　 ９，１２７

2. 　 ６，３６３ 　 ７，６４４ △ １，２８１

3. 　 ２０，９３４ 　 ７，２６１ 　 １３，６７３

4. 　 － 　 ５２，７９７ △ ５２，７９７

5. 　 ７，４１０ 　 １１，５５８ △ ４，１４８

Ⅶ 　 ６５，８７７ 　 １０５，５５９ △ ３９，６８１

1. 　 ３８，５２６ 　 ２８，９８８ 　 ９，５３８

2. 　 ６，３６３ ６，７５０ △ ３８７

3. 　 １１，２８２ 　 － 　 １１，２８２

4. 　 － 　 ３８，５１１ △ ３８，５１１

5. 　 － 　 ２１，２１０ △ ２１，２１０

6. 　 ３，９０１ 　 － 　 ３，９０１

7. 　 ５，８０３ 　 １０，０９８ △ ４，２９５

　 ８２，１３０ 　 ６８，５２３ 　 １３，６０６

　 ３４，８７７ 　 ４１，００７ △ ６，１３０

△ ７５２ △ ９，６５８ 　 ８，９０６

　 ４８，００５ 　 ３７，１７４ 　 １０，８３０

　 ４３，５１２ 　 ４３，６６０ △ １４７

　 ５，０００ 　 ５，０００ 　 －

　 ８６，５１８ 　 ７５，８３４ 　 １０，６８３

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

３２

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

線路使用料長期未払金取崩額

平成１６年 ４月　１日から 平成１５年 ４月　１日から

当 　　 期 前　　　期

増　　減

平成１７年 ３月３１日まで 平成１６年 ３月３１日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　目

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利息 ・受 取配 当金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

収 用 等 補 償 金 受 入 額

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

収 用 等 圧 縮 損

退職給付過去勤務債務償却

事業整理損失引当金繰入額

そ の 他 の 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額



 ３３ 

（３） 利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

科         目 当   期 前   期 増  減 

 

当 期 未 処 分 利 益 

 

８６，５１８ 

 

７５，８３４  １０，６８３

固定資産圧縮積立金取崩額 ８０６ ４２１  ３８５

合 計 ８７，３２４ ７６，２５５  １１，０６９

これを次のとおり処分しま

す 。 

   

配 当 金 ７，０００ ８，０００ △ １，０００

 

 

 

(１株につき 3,500円) 

   

 １株につき 4,000円 

  普通配当 2,500円 

  記念配当 1,500円 

 

役 員 賞 与 金 － １０１ △ １０１

（ う ち 監 査 役 分 ） （－） （１８）  （△ １８）

任 意 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 

３２，１４１ 

２，１４１ 

２４，６４１ 

４，６４１ 

 

△ 

７，４９９

２，５００

別 途 積 立 金 ３０，０００ ２０,０００  １０，０００

次 期 繰 越 利 益 ４８，１８２ ４３，５１２  ４，６７０

   

(注) １． 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ２． 平成15年 12月 10日に5,000百万円（１株につき2,500円）の中間配当を実施いたしました。 

 ３． 平成16年 12月 10日に5,000百万円（１株につき2,500円）の中間配当を実施いたしました。 
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（４） 重 要 な 会 計 方 針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの  移動平均法による原価法によっております。 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 分譲土地建物  個別法による原価法によっております。 

(2) 貯  蔵  品  移動平均法による原価法によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

均等額償却を行っております。 

 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費及び社債発行差金は、支出時に全額費用処理しております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

会計基準変更時差異（３０１,６４２百万円）については、１０年による按分額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしており

ます。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を

取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取

得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 
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８．消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 

（５） 会計処理方法の変更 

固定資産の減損に係る会計基準 

固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会 平成 14 年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第６号 平成 15年 10 月 31日)が平成 16年３月 31日に終了する事業年度に係る財務諸表から

適用できるようになったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これ

により税引前当期純利益は３，９０１百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

 

（６） 追  加  情  報 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成 15 年法律第９号)が平成 15 年３月 31 日に公布され、

平成 16 年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当期か

ら「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(企業

会計基準委員会 平成 16 年２月 13 日)に基づき、法人事業税のうち、付加価値割及び資本割につい

ては、各事業の「営業費」に含めて表示しております。 

この結果、各事業の「営業費」の合計が２，００５百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が同額減少しております。 

 

 

（７） 注  記  事  項 

（貸借対照表関係） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

                ２，２３７，９８７百万円    ２，１８５，４０６百万円 

 

２．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

               ４１９，１４７百万円       ３８２，２３３百万円 

 

３．保証債務 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

                ２７，２５３百万円         ２４，１１９百万円 

 

４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

               ２５，０００百万円        ２５，０００百万円 
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５．担保提供資産 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成１３年法律

第６１号）附則第７条に基づき、総財産を社債の一般担保に供しております。 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

              ２００，０００百万円        ２００，０００百万円 

 

６．自由処分権を有する担保受入金融資産 

当社は､自由処分権を有する担保受入金融資産を有しており､当期末日の時価は９，９９９百万円

であります。 

 

 

（損益計算書関係） 

 

１．研究開発費の総額 

                     （当   期）         （前   期） 

                  ６，１３０百万円          ６，００１百万円 

２．減損損失 

当社は、減損損失の算定に当たって、継続的な収支の把握を行っている鉄道事業、船舶事業、流通

業、その他事業については各事業毎に、不動産業、廃止に関する意思決定済みの資産及び遊休資産に

ついては個別物件毎にグルーピングを行っております。その結果、地価の下落等により、廃止に関す

る意思決定済みの資産及び遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（３，９０１百万円）として特別損失に計上しております。 

 

(1) 廃止に関する意思決定済みの資産 

（大阪市内に保有する社宅等 １６件） 

土地        １，５１３百万円 

建物及び構築物      ５８０百万円 

計      ２，０９４百万円 

(2) 遊休資産 

（広島県三原市に保有する土地等 ３件） 

土地        １，８０６百万円 

計      １，８０６百万円 

 

なお、当資産グループの回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、主として路

線価に基づき算定しております。 

 

 

（８） 有価証券に関する注記 
 

前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

なお、当期末における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  
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（９） 税効果会計に関する注記 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     (単位:百万円) 

項   目 当  期 

繰 延 税 金 資 産 

 賞 与 引 当 金 １１，７７９ 

 未 払 社 会 保 険 料 １，５１７ 

 未 払 事 業 税 １，４８８ 

 退 職 給 付 引 当 金 ６４，１０８ 

 そ の 他 ６，５７１ 

 繰 延 税 金 資 産 合 計 ８５，４６６ 

繰 延 税 金 負 債 

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 △  ２，６２２ 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △  ６，１６２ 

 繰 延 税 金 負 債 合 計 △  ８，７８４ 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ７６，６８１ 

 

 
（10） １株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額 

                     （当   期）     （前   期） 

              ２３７,１５７円５７銭     ２１９，６４０円０７銭 

 

１株当たり当期純利益金額 

                     （当   期）    （前   期） 

               ２４,００２円６１銭      １８，５３６円６２銭 

 

 

（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 当     期 

平成 16 年 4 月 １日から

平成 17 年 3 月 31 日まで

前     期 

平成 15 年 4 月 １日から

平成 16 年 3 月 31 日まで

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（百万円） ４８，００５ ３７，１７４ 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － １０１ 

 （うち利益処分による役員賞与金） （－） （１０１）

 普通株式に係る当期純利益（百万円） ４８，００５ ３７，０７３ 

 期中平均株式数（千株） ２，０００ ２,０００ 
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（11） 重 要 な 後 発 事 象 

 

平成 17 年４月 25 日、ＪＲ宝塚線（福知山線）塚口・尼崎間において快速電車が脱線し、

数多くのお客様が死傷される事故が発生いたしました。 

お亡くなりになられたお客様とそのご遺族の皆様に対しまして深くお詫び申しあげます

とともに、お亡くなりになられたお客様のご冥福を心よりお祈り申しあげます。また、負傷

されたお客様におかれましては、心からのお見舞いとお詫びを申しあげますとともに、一日

も早いご快復を心からお祈り申しあげます。さらに、ご利用のお客様や株主の皆様には多大

なご迷惑とご心配をおかけし、心よりお詫び申しあげます。 

事故の原因究明につきましては、国土交通省航空・鉄道事故調査委員会や警察の調査・捜

査に全面的に協力してまいりますが、お客様の安全を守るべき鉄道事業者として、今回の事

態を極めて重大なことと真摯に受けとめ、事故の再発防止に全力をあげるとともに、引き続

き、被害に遭われたお客様、ご遺族、ご家族の皆様には誠心誠意対応させていただく所存で

す。 

 

 

（12） 役 員 等 の 異 動 
 
「役員等の異動」については、５月中を目途に、記載が可能になり次第開示いたします。 

 



（単位：億円）

項　　　　　目 備　　　　　　　　考

8,464 8,458 5

運 輸 収 入 7,509 7,508 1

運 輸 附 帯 収 入 228 230 △ 2

関 連 事 業 収 入 177 185 △ 7

そ の 他 収 入 548 534 14

7,364 7,404 △ 39

人 件 費 2,868 2,945 △ 76 社員数減

物 件 費 3,005 2,910 95 業務費、修繕費増

線 路 使 用 料 等 246 308 △ 62 東西線使用料等減

租 税 公 課 297 282 15

減 価 償 却 費 945 957 △ 11

1,100 1,054 45

△ 356 △ 404 47

営 業 外 収 益 50 51 △ 1

営 業 外 費 用 407 456 △ 48 支払利息減等

743 650 93

77 34 42

特 別 利 益 736 1,090 △ 354 工事負担金等受入額、有価証券売却益等

特 別 損 失 658 1,055 △ 396 工事負担金等圧縮損、固定資産除却損、減損損失等

821 685 136

341 313 27

法 人 税 等 348 410 △ 61

法人税等調整額 △ 7 △ 96 89

480 371 108

（注）［　］は、H17.2.1発表の業績予想値を示しております。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

法 人 税 等

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

損  益  計  算  書 (単 体）

平成15年度 増   減平成16年度

関連事業等収入内訳
16年度 15年度 増 減

いわゆる関連事業収入 406 416 △ 9
運 輸 附 帯 収 入 228 230 △ 2
　構 内 営 業 料 69 70 △ 0
　広    告    料 57 58 △ 1
　高架下等貸付料 87 88 △ 0
　駐 車 場収入等 14 14 　 0
　関 連 事 業 収 入 177 185 △ 7
　不動産賃貸収入 138 141 △ 2
  そ    の    他 39 43 △ 4

運 輸 収 入 内 訳
16年度 15年度 増 減

 鉄　      　道 7,505 7,503 　 1
  定          期 1,498 1,489 　 8
  定    期    外 6,005 6,012 △ 6
  荷          物 1 1 △ 0
 船　      　舶 3 4 △ 0
合    　計 7,509 7,508 　 1

[8,460]

[740]

[480]

[1,100]

単体参考資料
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鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

 
対前年比 対前年比
(%) (%)

定 期 ６２０ ５８７ １０５.７ ７９ ７５ １０５.１

定期外 １３,６９１ １３,３２４ １０２.８ ３,０５４ ３,００６ １０１.６

合 計 １４,３１２ １３,９１１ １０２.９ ３,１３４ ３,０８１ １０１.７

定 期 ２２,７５７ ２２,５６４ １００.９ １,４１９ １,４１４ １００.４

定期外 １５,４７４ １５,６６６ ９８.８ ２,９５０ ３,００６ ９８.１

合 計 ３８,２３１ ３８,２３０ １００.０ ４,３７０ ４,４２１ ９８.９

定 期 １８,３２６ １８,１３９ １０１.０ １,１４３ １,１３７ １００.５

定期外 １０,１１０ １０,１９７ ９９.１ １,８６１ １,８８３ ９８.８

合 計 ２８,４３７ ２８,３３６ １００.４ ３,００４ ３,０２０ ９９.５

定 期 ４,４３０ ４,４２５ １００.１ ２７６ ２７７ ９９.７

定期外 ５,３６３ ５,４６８ ９８.１ １,０８９ １,１２３ ９７.０

合 計 ９,７９４ ９,８９３ ９９.０ １,３６５ １,４００ ９７.５

定 期 ２３,３７７ ２３,１５１ １０１.０ １,４９８ １,４８９ １００.６

定期外 ２９,１６６ ２８,９９０ １００.６ ６,００５ ６,０１２ ９９.９

合 計 ５２,５４４ ５２,１４２ １００.８ ７,５０４ ７,５０２ １００.０

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

平成16年度 平成15年度 平成16年度 平成15年度

新幹線

運　　　輸　　　収　　　入

単－１－２



貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

科               目 平成16年度末 平成15年度末 増  減 備             考

流     動     資     産 1,279 1,157  122 短 期 貸 付 金 119     

資

固     定     資     産 19,701 20,111 △ 410

産 16,838 17,233 △ 394 資 産 増 1,272   

資 産 減 △ 1,667   
（う ち 減 価 償 却 費 △ 945）

の

部 678 668  9

2,184 2,209 △ 25 出 資 株 式 △ 51      
長 期 貸 付 金 10      

合           計 20,980 21,268 △ 288

科               目 平成16年度末 平成15年度末 増  減 備             考

流     動     負     債 4,754 5,169 △ 414

659 899 △ 239

　 4,095 4,269 △ 174 事業整理損失引当金 △ 212     
前 受 金 37    

負

固     定     負     債 11,482 11,706 △ 223

債 9,482 9,740 △ 258
長期債務残高     

1,817 1,916 △ 99     H16末　　･･･ 10,142  
・     H15末　　･･･ 10,640  

182 48  134 △ 497

資

負     債     合     計 16,237 16,875 △ 637

本 1,000 1,000  －
550 550  －
3,154 2,805 349

の 利 益 準 備 金 113 113  －
固定資産圧縮積立金 76 34 42
別 途 積 立 金 2,100 1,900  200

部 当 期 未 処 分 利 益 865 758  106

38  37  0
資     本     合     計 4,743 4,393  349

合           計 20,980 21,268 △ 288

株 主 資 本 比 率 22.6％ 20.7％
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 5.2％ 5.0％

そ の 他 の 固 定 負 債

１ 年 以 内 長 期 借入 金等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金
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平 成 17 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円）

増   減 備　　　　　　　考

8,490 8,464 25

運 輸 収 入 7,535 7,509 25 定期外収入、定期収入増

そ の 他 収 入 955 955 0

7,330 7,364 △ 34 人件費減等

1,160 1,100 59

△ 340 △ 356 16 支払利息減

820 743 76

490 480 9

（注） [　　］は、中間期を示しております。

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

平成17年度
業 績 予 想

平成16年度
実 績

項　　　　　目

営 業 収 益

[4,250]

[  480]

[  260]

[  660]
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（単位：人、億円、％）

連　結 単　体 連　結 単　体

43,119 26,526 44,080 27,581 

－　 ［30,745］ －　 ［32,367］

613 562 618 569 

3,801 2,345 3,748 2,450 

－　 1,271 －　 1,219 

1,136 945 1,153 957 

△ 423 △ 399 △ 453 △ 428 

受取利息・配当金 3 5 3 4 

支 払 利 息 △ 426 △ 404 △ 457 △ 433 

1,479 1,276 1,478 1,294 

自 己 資 金 1,131 928 1,208 1,023 

10,816 10,142 11,385 10,640 

（注）1.記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2.連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

平成16年度 平成17年度 前回中期経営目標

実　　　績 通期見通し （平成17年度）

（連　結） ％ 5.6 5.8 5.4 

（連　結）億円 1,331 1,384 1,300 

（連　結）億円 589 576 500 

（連　結）億円 10,816 10,400 11,000 

（単　体）億円 10,142 9,800 10,000 

（単　体） 人 32,854 31,213 32,000 

諸　　　元　　　表

退 職 手 当

［期末在籍社員数］

項　　　　　目
平 成 16 年 度

従 業 員 数

平 成 15 年 度

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

長 期 債 務 残 高

設 備 投 資

金 融 収 支

減 価 償 却 費

前回中期経営目標における数値目標との比較

項　　　　　　　　　　目

〃

期 首 社 員 数

Ｒ Ｏ Ａ

営 業 利 益

当 期 純 利 益

長 期 債 務 残 高

共通参考資料

共－１
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平成１７年度の主な取り組み 

 

１．鉄 道 事 業 

 

１．重大事故の再発防止・撲滅 

・平成 17 年４月 25 日、ＪＲ宝塚線（福知山線）塚口・尼崎間において発生した

脱線事故の重大さに鑑み、安全確保こそが鉄道事業の根幹であるという認識を

再徹底し、重大事故の再発防止、撲滅に全力を挙げて取り組む。具体的には、

指差喚呼や復唱の徹底など基本の遵守、「安全推進の日」を活用した安全意識

の高揚、予兆管理活動の深度化などを図る。また、ハード対策として、ＡＴＳ

－Ｐの整備、踏切障害物検知装置の設置などを着実に進める。 

・鉄道事業に従事する者の責務として、安全安定輸送に係る全ての法令・規程の

遵守を徹底する。 

・大規模災害等への対策として、高架橋耐震補強、ユレダスの改良、新幹線脱線

対策の検討などを着実に進める。 

・車両・設備故障等の予防のため、過去に発生した故障の原因を踏まえた対策を

進める。また、異常時の早期復旧に向け、訓練設備等を活用した異常時訓練や

各種競技会の実施、並びに初動体制の構築などを行う。 

・事故等の異常時において、お客様に対する適時適切な情報の提供に努める。 

２．「お客様の目線」に立った各種施策の実施 

（サービスレベルアップ） 

・「快適なフロントサービス」の実現に向け、接客研修の実施など、駅・車内の

フロントサービスのさらなる向上を目指した取り組みを行う。 

・「スピーディーな発売」を行うため、「みどりの券売機」の増備・利用促進、駅

社員の実務能力向上等により、お待たせしない駅づくりを推進する。 

・「快適な駅・車内空間」の提供のため、駅・車内の美化、トイレのリニューア

ル、乗り心地の向上などを推進する。また、駅の案内サイン類の見直し、バリ

アフリー化など「わかりやすく」「使いやすい」設備の整備を行う。 

・お客様センター等に寄せられた「お客様の声」に迅速かつ適切に対応するとと

もに、声を活かし商品・サービスの質の向上を図る。また、お客様に係る情報

を蓄積、分析し、これらに基づく施策を推進する。 

（山陽新幹線） 

・対首都圏、対中京圏の航空機等に対する競争力向上を図り、シェアを拡大して

いくため、ダイヤのブラッシュアップを行う。 

・「のぞみ」を中心としたフリークエンシーの向上、停車駅パターンのあり方や、

新幹線と在来線の接続体系の見直しなど新幹線の一層の利便性向上の検討を

行う。 

・ＪＲ他社との連携を強化し、「のぞみ早特往復きっぷ」の継続設定や区間拡大

の検討など、価格面における対抗輸送機関に対する競争力を強化する。 

・ダイヤ改正の効果をより高めるため、新幹線の優位性を訴求したＰＲを継続的に

行う。 

（アーバンネットワーク） 

・通勤時間帯におけるさらなる競争力強化、データイム・土休日における利用促

進策の検討を行う。 

・秋以降、次世代通勤形車両として、車内に設置した液晶ディスプレイにより情

報の提供を行うなど、新しい技術を応用した新型車両を順次導入する。 
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・「バス」、「自転車」、「パーク＆ライド」等による駅へのアクセス改善の実施及

び拡大の検討を行う。 

・特急通勤の利用促進に向けた「マイシート」の設定拡大や新規商品の設定を検

討する。 

・自社媒体の有効活用に加え、マス媒体、市中媒体を活用したＰＲ、並びに駅勢

圏単位でのきめ細かなＰＲを推進する。 

・新駅設置の早期実現に向けた検討や地元との協議をさらに進める。 

（ＩＣカード「ＩＣＯＣＡ」） 

・「ICOCA」を活用した「キャッシュレスサービス」の導入や、新たな技術をとり

入れたサービスについて検討を行う。 

(販売チャネルの強化・拡充) 
・インターネット予約サービス「e5489」の機能向上、取扱商品の拡大など、Ｉ

Ｔを活用した販売チャネルを整備・拡充する。 

（営業施策の積極的な展開） 
・「DISCOVER WEST」をはじめとしたキャンペーンの積極的展開により、首都圏

をはじめとした大都市圏から山陽エリアに向けた誘客の拡大に取り組むとと

もに、当社エリア内の観光需要の喚起に取り組む。 

・「山陽新幹線 30 周年記念」、「愛知万博」を活用した特別企画乗車券・旅行商品

のＰＲ、販売促進等を行うとともに、「義経」、「広島デスティネーションキャ

ンペーン」にあわせた観光素材の開発、着地整備の推進、ＰＲ、臨時列車の設

定等を行う。 

・季節毎、テーマ毎にシリーズ化した「駅プラン」商品の造成及びＰＲ強化、価

格訴求力のある「ぐるりんパス」の設定拡大等による販売強化を図る。 

・政府が推進する「ビジット・ジャパン・キャンペーン」に呼応し、中国におい

て「佳日佳游」キャンペーンを引き続き展開し、西日本エリアへの誘客を促進

する。 

 
２．グ ル ー プ 事 業 

 

１．流通業 

・駅力向上のための「NexStation Plan」を引き続き推進し、大阪駅西高架下等

の開発リニューアルを実施し、駅全体の魅力向上を図る。 

・従来の「キヨスク」タイプの通勤型店舗を、顧客ニーズの高い、飲料や弁当等

の日配品を充実させた、「デイリーイン」へ業態変更を進めることにより、既

存店舗の活性化を図る。 

・ジェイアール京都伊勢丹において、タイムリーな売場のリモデルを行い、店舗

の魅力向上を図る。さらに、アイカードの会員拡大を図り、顧客情報を活用し

た販売体制を強化すること等により、リピーターの確保を進める。 

 

２．不動産業 

・「NexStation Plan」により、引き続きミニ駅ビル開発、高架下開発に取り組む

ことに加え、二条駅において商業施設とマンションの複合開発を推進する。 

・ショッピングセンターについて、集客力向上を図るため、エスト一番街、岡山

一番街をはじめとし、魅力の高いテナントへの入替え、リニューアルを推進し、

店舗の「常時リフレッシュ」に努める。 
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・「ステイツグラン茨木」、「シティタワーグラン天王寺」など、社宅跡地等を活

用したマンション分譲事業を積極的に推進する。 

 

３．その他事業 

①ホテル業 

・引き続きチェーンオペレーションやサービス向上により「グランヴィア」ブラ

ンドの強化を図るとともに、お客様の嗜好に合わせたレストランのリニューア

ルなど、施設の魅力、快適性の向上に取り組む。 

②旅行業 

・日本旅行において、創業 100 周年を契機とした記念商品の設定による営業展開

を行うほか、昨年度稼動させた顧客管理システム「ｅカルテ」など新システム

を最大限活用し、顧客への販売促進を強化する。また、「DISCOVER WEST」キ

ャンペーン関連の商品販売の拡大等に取り組む。 

③工事メンテナンス業 

・技術力及び品質水準向上に向け、教育体制等を充実させるとともに、引き続き

コスト低減に努める。また、鉄道関連技術、ＪＲ西日本ブランド等を活用し、

新分野での業容拡大を図る。 

④その他 

・ＩＣカード「ICOCA」を活用した「電子マネー機能」について検討を進め、駅

構内の店舗にて段階的に展開を行い、顧客の利便性の向上に努める。 

 

３．そ の 他 

 

１．企業の社会的責任の遂行 

・社長をトップとするＣＳＲ推進体制を整備し、グループを挙げた取り組みを

進める。 

・適時適切な情報開示に向けた取り組みを行い、当社の企業姿勢や施策について

ステークホルダーの理解を得る。 

 

２．大阪駅改良・新北ビル開発計画の着実な推進 

・大阪駅改良工事について、構内配線変更、支障移転等の工事を着実に推進する。 

・平成 18 年秋の新北ビル着工に向け、基本設計を行うとともに、ビル全体の運

営計画の策定を進める。 

・平成 17 年１月に設立した「ＪＲ西日本ＳＣ開発株式会社」を中心として、大

阪駅新北ビルにふさわしい魅力あるショッピングセンターづくりの検討を進

める。 

・大阪駅南側の再整備として、南側の玄関口としてふさわしい広場に改良すると

ともに、広場を立体的に利用した「アクティ大阪」の増床計画の検討を進める。 

 

３．将来の飛躍に向けたプロジェクトの推進 

・大阪外環状線に関する輸送体系や設備計画の検討を進めるなど、将来の成長に資

するプロジェクトの検討を進める。 

・嵯峨野線複線化、岡山駅構内改良、北陸・湖西線直流化等の大型プロジェクトを

安全・確実に推進する。 

 



共－５ 

・阪和高架、姫路高架、福知山高架などのプロジェクトについて、開業に向けた

万全の体制を構築する。 

・平成 19 年度における新幹線 N700 系車両の投入に向け、ＪＲ東海と連携して量

産先行試作車による性能試験を進める。 

 

４．コスト削減の深度化、より効率的な業務運営体制の構築 

・脱木マクラギ化などにより、さらなるコスト削減の取り組みを進める。 

・資材調達コストのさらなる低減など、グループが一体となって工事費の低減に

向けた取り組みを強化する。 

・新しいフロント業務体制の試行対象範囲を拡大し、本実施に向けた検討を進める。 

・各分野においてより効率的な業務運営体制の構築に努めるとともに、「運行管

理システム」導入線区の拡大やさらなる高機能化を図るなど、新しい鉄道シス

テムの構築に向けた取り組みを進める。 

 

５．技術開発の推進 

・ＧＰＳ端末を用いた列車接近警報システムなど、安全対策のためのシステム開

発を進める。 

・在来線技術試験車「Ｕ＠tech」を活用し、次世代車両システムの開発を進める。 

・鉄道総研や大学等の社外研究機関との連携を強化し開発成果のレベルアップを

図る。 

 

６．地球環境問題への取り組み 

・省エネ型の車両や設備の導入等によるさらなる省エネルギー化、駅・列車ゴミ

のリサイクル率向上、鉄道資材発生品のリサイクルを強力に推進する。 

・廃棄物の適正処理や化学物質の管理を徹底するほか、特定化学物質の使用量削

減を図るなど、環境汚染防止や環境保全への取り組みを強化する。 

・グループ会社全体に環境管理手法の水平展開を図り、ＪＲ西日本グループの事

業活動に伴う環境負荷の低減を図る。 

 

７．社員一人ひとりの能力向上に向けた人材育成の推進 

・実務能力向上をはじめとして、集合研修・ＯＪＴ・自己研鑽などによる人材育

成の取り組みを、目標管理・個人面談の充実などと合わせて進化・定着させる。 

 

 

〇 設 備 投 資（ 単 体 ） 

 

       １，０９５億円 



西日本旅客鉄道株式会社

１．連 結 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 12,208億円、51億円増（0.4％）　　　連単倍率　1.44

当社、子会社とも増収。当社は運輸収入の増等により5億円の増収。

子会社では、旅行業、JR西日本伊勢丹などの増収などが寄与し、45億円の増収。

○ 営 業 利 益 1,331億円、61億円増（4.9％）

当社、子会社とも増益。当社は営業収益の増等により45億円の増益。

子会社は、旅行業の改善などが寄与して15億円の増益。

○ 経 常 利 益 959億円、100億円増（11.7％）

長期債務縮減による支払利息減などにより増益。

○ 当 期 純 利 益 589億円、119億円増（25.5％）　

有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

連単倍率1.23

(2) セグメント情報

・ 運 輸 業 鉄道事業の運輸収入増などにより17億円の増収。営業利益も49億円増加。

・ 流 通 業 物販飲食業が減収も百貨店業・卸売業の増収などにより30億円の増収。営業利益は

物販飲食業での減等により4億円の減益。

・ 不 動 産 業 不動産販売・賃貸収入増等により増収増益。

・ そ の 他 事 業 工事業で受注減も旅行業、ホテル業などでの増収により、増収増益。

(3) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆3,643億円、460億円減（△1.9%）

・ 長期債務残高 1兆816億円、568億円減（△5.0%）

(4) キャッシュ・フロー計算書

・ 営 業 活 動 税引前利益の増加等により前期に比べ27億円増、1,429億円のｷｬｯｼｭ･ｲﾝ｡

・ 投 資 活 動 株式売却による収入などにより、67億円改善、849億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ｡

・ 財 務 活 動 長期債務の削減額が減少したことなどにより15億円の使用減、664億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。

(5) 平成18年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 12,325億円、116億円増（  1.0%）

・ 営 業 利 益  1,384億円、 52億円増（  4.0%）

・ 経 常 利 益  1,033億円、 73億円増（  7.7%）

・ 当 期 純 利 益    576億円、 13億円減（△2.4%）

２．単 体 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 8,464億円、5億円増（ 0.1％）

○ 営 業 利 益 1,100億円、45億円増（ 4.3％）

営業収益の増や社員数減による人件費の減、線路使用料等の減により増益。

○ 経 常 利 益 743億円、93億円増（14.4％）長期債務縮減による支払利息減で増益。

○ 当 期 純 利 益 480億円、108億円増（29.1％）有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

(2) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆980億円、288億円減（△1.4%）

・ 長期債務残高 1兆142億円、497億円減（△4.7%）

(3) 平成18年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 8,490億円、 25億円増（ 0.3%）

・ 営 業 利 益 1,160億円、 59億円増（ 5.4%）

・ 経 常 利 益   820億円、 76億円増（10.2%）

・ 当 期 純 利 益   490億円、　9億円増（ 2.1%）

新幹線は、52億円増（ 1.7％）、在来線は、50億円減（△1.1％）

平成１６年度決算について

営業収益の増により営業利益、経常利益、当期純利益はともに増益。

営業収益の増により営業利益、経常利益、当期純利益はともに増益。

運輸収入は、定期外収入は前年を下回ったものの、定期収入が好調に推移し、
1億円の増（0.0％）


